様式第１号
参 加 申 込 書
　　年　　月　　日
鳥取県知事　平井　伸治　様
（提出者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社(団体)名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（連絡責任者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ファクシミリ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和８年３月１８日付調達公告に係る「海外学生インターンシップ（就業体験）受入支援業務」調達の公募型プロポーザルに参加したいので、下記のとおり資料を提出します。
なお、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当しない者であること及び添付書類の記載事項について事実と相違しないことを誓約します。
記
１　調達件名　海外学生インターンシップ（就業体験）受入支援業務
２　提出資料
（１）公募型プロポーザル参加資格確認書（様式第２号）
（２）個人情報の管理に係る申告書（様式第３号）
（３）職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）による有料職業紹介事業者としての許可を受けていることがわかる書類（厚生労働大臣が交付する証明書の写し等）
様式第２号
公募型プロポーザル参加資格確認書
鳥取県知事　平井　伸治　様
案件名称：海外学生インターンシップ（就業体験）受入支援業務
　１　当社（団体）は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者です。
２　当社（団体）は、法人格を有しています。
３　当社（団体）は、職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）による有料職業紹介事業者としての許可を受けている者であります。

４　当社（団体）は、令和６年鳥取県告示第５０７号（物品等の売買、修理等及び役務の提供に係る調達契約の競争入札参加者の資格審査の申請手続等について）に基づく競争入札参加資格（以下「競争入札参加資格」という。）を有するとともに、その業種区分がその他の委託等のその他に登録されている者又はその業種区分の登録申請中の者であります。
５　当社（団体）は、本件調達の公告日から本書の提出日までの間のいずれの日においても、鳥取県指名競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月１７日付出第１５７号）第３条第１項の規定による指名停止措置を受けていない者であります。
　　また、本件業務の企画提案書等（以下「提案書」という。）の提出期限までに指名停止を受けた場合には、参加資格を無効とされても異議を申し立てません。
６　当社（団体）は、本件調達の公告日から本書の提出日までの間のいずれにおいても、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てを行っていません。
　　また、本件業務の提案書の提出期限までに更生手続開始又は再生手続開始の申立てを受けた場合には、参加資格を無効とされても異議を申し立てません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記のとおり相違ないことを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　
（提出者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社(団体)名　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（連絡責任者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ファクシミリ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第３号
個人情報の管理に係る申告書
　鳥取県知事　平井　伸治　様
所在地　
商号又は名称　
代表者職・氏名




　　　　　　　（連絡先）

担当者職・氏名　
所属部署　
電話番号　
電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　
　海外学生インターンシップ（就業体験）受入支援業務に係るプロポーザル方式の審査項目である「個人情報の漏えい等の有無」について、下記のとおり申告します。
　
記
１　過去２年間に受託業務における個人情報の漏えい等　　　有　　・　　無
　２　個人情報の漏えい等事案の概要　
	業務名
	

	発注機関名
	

	個人情報の漏えい等の概要及び発生原因
	概要例：誤送付により、〇名の氏名が漏えいした。


　　　注）上記１で有の場合のみ、記載してください。
　　　　　複数の事案がある場合は、表を追加して記載してください。
　　　　　発注機関に対し、個人情報の漏えい等事案について内容確認を行う場合があり
ます。その場合は予めお知らせします。
